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2021年 ４１７．３万トン

（出典 令和３年度水産白書）



（出典 水産庁 https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h28_h/trend/1/t1_1_2_1.html）



（出典 令和３年度水産白書）



（出典 Encyclopædia Britannica, Inc. https://www.britannica.com/topic/exclusive-economic-zone）



出典 大日本水産会 水産大百科 https://www.suisankai.or.jp/knowledge/enyou/enyou.html
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10（外務省サイトから）
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Regional Fisheries Management Organizations/Arrangements
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国家管轄圏外海域における海洋生物多様性（BBNJ: Marine 

Biological Diversity beyond Areas of National Jurisdiction）の

保全及び持続可能な利用に関する国連新協定作成交渉



国家管轄権外の区域（公海）に存在する生物遺伝資源を含む生物多様性から、薬品
開発など大きな経済的利益が予想される状況が生まれてきたこと

CBDでは生物多様性の保存とともに、持続可能な利用と生物多様性から得られる利
益の公平な配分が条約の目的として規定されているが、条約適用範囲は国家管轄権
の下にある区域に限定され、開発途上国としては公海にも同様な法的枠組みを希望

EUはNGOなどの関心を反映して公海におけるMPA設立のための法的枠組みの設立
を要求

さらにEUは公海の生物多様性に影響を与える活動について統一的環境影響評価の
導入を要求

BBNJの背景



 利益配分の問題を含む海洋遺伝資源

 MPAを含む空間ベースの管理手法

 環境影響評価（EIA）

 キャパシティービルディングと海洋技術移転

 横断的問題

議論の分野



出典 環境省サイト「みんなで学ぶ、みんなで守る 生物多様性」 https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/gbf/kmgbf.html



出典 環境省サイト「みんなで学ぶ、みんなで守る 生物多様性」 https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/gbf/kmgbf.html



セクション H．2030 年グローバルターゲット（環境省仮訳、赤字は発表者追加）

ターゲット２
生物多様性と生態系の機能及びサービス、生態学的健全性及び連結性を向上させるために、2030 
年までに、劣化した陸域、内陸水域、海域及び沿岸域の生態系の少なくとも 30％の地域で効果的な
回復下にあることを確保する。

ターゲット３
2030 年までに、陸域及び内陸水域、並びに海域及び沿岸域の少なくとも 30％、とりわけ生物多様性
と生態系の機能及びサービスにとって特に重要な地域が、該当する場合には先住民の及び伝統的
な領域を認識しつつ、生態学的に代表的で、良く連結され、さらに衡平に統治された保護地域及び
OECM (other effective area-based conservation measures) からなるシステムを通じて、効果的に保
全及び管理されるとともに、より広域のランドスケープ、シースケープ及び海洋に統合されることを確
保及び可能にする。その際、このような地域において適切な場合に行われる持続可能な利用は、保
全の結果と完全に整合することを確保し、また、伝統的領域に関するものを含む先住民及び地域社
会の権利を認識及び尊重する。



ターゲット４
人間によって引き起こされる既知の絶滅危惧種の絶滅を阻止し、また絶滅リスクを大幅に減ら
すための種、特に絶滅危惧種を回復及び保全し、並びに適応能力の維持のために在来種、 野
生種及び家畜・栽培種の個体群内及び個体群間の遺伝的多様性を維持及び回復するために、
生息域内及び生息域外保全や持続可能な管理の実践等を通じて緊急の管理行動を確保する
とともに、共存に向けて人間と野生生物との軋轢を最小化するため人間と野生生物の相互作
用を効果的に管理する。

ターゲット５
先住民及び地域社会による慣習的な持続可能な利用を尊重及び保護しながら、エコシステム
アプローチを適用して、野生種の利用、採取及び取引が、持続可能で、安全かつ合法的である
ことを確保することにより、乱獲を防止し、非対象種と生態系への影響を最小化し、病原体の異
種間伝播のリスクを低減する。

ターゲット９
生物多様性を向上させる持続可能な生物多様性に基づく活動、製品及びサービスと、先住民
及び地域社会による慣習的な持続可能な利用の保護と奨励等を通じて、野生種の管理及び利
用が持続可能であることを確保することによって、人々、特に脆弱な状況にある人々及び生物
多様性に最も依存している人々に社会的、経済的及び環境的な恩恵をもたらす。



ターゲット 15 
生物多様性への負の影響を徐々に低減し、正の影響を増やし、事業者（ビジネス）及び金融機関へ
の生物多様性関連リスクを減らすとともに、持続可能な生産パターンを確保するための行動を推進す
るために、事業者（ビジネス）に対し以下の事項を奨励して実施できるようにし、特に大企業や多国籍
企業、金融機関については確実に行わせるために、法律上、行政上又は政策上の措置を講じる。

(a) 生物多様性に係るリスク、生物多様性への依存及び影響を定期的にモニタリングし、 評価し、
透明性をもって開示すること、これをすべての大企業及び多国籍企業、金融機関については
要求などを通じ、事業活動、サプライチェーン、バリューチェーン及びポートフォリオにわたっ
て実施する

(b) 持続可能な消費パターンを推進するために消費者に必要な情報を提供する
(c) 該当する場合は、アクセスと利益配分の規則や措置の遵守状況について報告する

ターゲット 18 
補助金を含む生物多様性に有害なインセンティブを2025 年までに特定し、公正、公平、効果的及び
衡平な方法により、廃止、段階的廃止又は改革を行う。最も有害なインセンティブから開始し、2030 
年までに少なくとも年間 5,000 億ドルを大幅にかつ漸進的に削減し、生物多様性の保全と持続可能
な利用のために有益なインセンティブを拡大する。
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 公海漁業の可能性；資源、地政学、経済性など

 公海漁業の必要性；食料安全保障



世界の国の食料自給率
米国 １２７％ （２０１１）
ドイツ ９２％ （２０１１）
フランス １２９％ （２０１１）
イギリス ７２％ （２０１１）
豪州 ２０５％ （２０１１）
カナダ ２５８％ （２０１１）

日本 ３９％ （２０１１）

← ６７％（１９６１）

← ４２％（１９６１）

← １０２％（１９６１）

← ７８％（１９６１）



（「知ってる？日本の食料事情 2022～食料自給率・食料自給力と食料安全保障」から 農林水産省 令和４年３月、以下同）



フード・マイレージ

日本はフランスの8.6倍、米国の3倍、韓国の2.8倍
（農林水産省農林水産政策研究所の中田哲也政策研究調整官（当時）の2001年の試算）

国名 総量 国民一人当たり

日本 9002億800万 7093

韓国 3171億6900万 6637

アメリカ合衆国 2958億2100万 1051

イギリス 1879億8600万 3195

ドイツ 1717億5100万 2090

フランス 1044億700万 1738





1万2,000年前に農業が始まって以来、約7,000種の
植物が人類によって栽培され、また採取されてき
ました。今日では、たった15種類の植物と8種類
の動物が我々の食料の90％を供給しているのです。
そのような限られた食料カゴの中から食料を得る
ことは、無謀で危険なことです。

ジャック・ディウフFAO事務局⾧の World Affairs 
Council of Northern California の会合での演説

（FAO News 世界の農林水産 2006年秋号から）



ご清聴
ありがとう
ございました。


